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フィットネスビジネス・マーケティング戦略 

田村真二の「顧客満足と売上・利益を増やす」通信講座（新春特別号）  2019/1/1 

 

 

 

停滞する環境でも業績が一変する、真のフィットネスビジネスの作り方 
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新年、あけましておめでとうございます。 

 

サクセス発行人の田村真二です。健やかに新

春をお迎えになられたこととお慶び申し上げます。

2019年が、素晴らしい一年でありますように・・・ 

 

ついに、2019 年が始まりましたね。今年は、30

年間慣れ親しんだ「平成」から「新元号」へ。スポ

ーツの世界では日本初のラグビーワールドカップ

の開催、そして、東京オリンピック・パラリンピックを

翌年に開催するという、日本にとって「転換の年」

になるのは間違いなさそうです。 

 

そんなわけで、2020 年を目前に、「今年こそ

は・・・」と夢や願望を持って新年を迎えた方もいら

っしゃると思います。一方で、現状維持から脱却で

きない、あるいは、他社と同じ会員獲得や収益獲

得手段を使って会社や店を経営することから脱す

ることができないまま伸び悩み、気づいたら一年を

終えてしまうかも？ とお考えの方もいらっしゃるか

もしれません。 

 

実際私は、中小企業の経営者（や幹部社員の

一部）の方々から似たような話をよく聞きます。特

に、フィットネス業界ではここ数年ライバルの数が

急増したため、業績の悪化と将来に対する不安が

常にあります、と。 

 

実は、ライバルや将来に対する悩み・不安を解

消して、自社の強みを発揮し、確たる軸を持って

ビジネスに取り組む方法があります（ラクラク簡単ス

ピーディーに、といった類のことではありませんが）。 

 

そこで新年最初のレポートでは、停滞する環境

でも業績が一変する「フィットネスビジネス・マーケ

ティング戦略」について新春特別版でお伝えしま

す。このレポートを読むことで、これまで気づくこと

のできなかった新たな発見、ビジネス拡大のヒント、

希望、そして、競争状態から脱却するカギを見つ

けることができるでしょう。 

 

成長を続ける世界のフィットネス業界 

 

IHRSA（世界最大のフィットネスクラブ協会）によ

れば、2017 年、世界のフィットネスクラブ会員数は

１億 7,400万人と過去最多を記録しました。 

 

また、世界のフィットネス業界全体の市場規模

は推定 872 億ドル（１ドル 110 円換算で約９兆

5,920億円）で、クラブの総数は 20万軒を超えまし

た。 

 

日本のフィットネス市場も健康志向などを背景

に、フィットネス参加率や市場規模は（微増ながら）

拡大傾向にあり、さらに 2020 東京五輪を前に、健

康スポーツとしてのフィットネスも注目されています。 

 

しかしながら、各国フィットネス参加率（人口対

比フィットネス参加人口）に目を向ければ、日本の

参加率順位は「第 30 位」と下位に甘んじています。 

 

ちなみに、アメリカ 18.7％（３位）、カナダ 15.3％

（７位）、イギリス 14.7％（９位）、ドイツ 12.8％（11

位）、イタリア 8.8％（17位）、フランス 8.5％（18位）、

韓国 7.3％（20 位）などに大きく引き離され、日本

の参加率はわずか「3.4％」です。 

 

この参加率は、私がフィットネスビジネスに初め

て携わった 27 年前とほとんど変わっていません

（まあ、誤差の範囲です）。残念ながら、主要先進

国の中では極めて低成長にあると言えます。 

 

言い換えれば、日本のフィットネス市場はまだ

拡大の余地が十分あるということです。次頁の

「2018 各国フィットネス参加率順位表」（ＩＨＲＳＡグ

ローバルレポートより）を見ていただけば、私の言

っていることが嘘やたわ言ではないことがわかると

思います。 
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なぜ、日本のフィットネス業界は低成長に

終わってしまっているのか？ 

 

日本はフィットネス参加率が 3.4％と低いとはい

え、実は、株式会社コナミスポーツクラブ、セントラ

ル株式会社、株式会社ルネサンスなどの業界大

手企業の売上高（や直営クラブ数）は、世界のトッ

プクラブにランクインしています。 

 

つまり、企業単位で見れば世界と互角で戦える

企業もある、ということです。ではなぜ、日本のフィ

ットネス業界は主要先進国の中で低成長に終わっ

てしまっているのか？ 

 

原因はいくつか考えられますが、2018 各国フィ

ットネス参加率（前頁）を見れば一目瞭然です。ク

ラブ当たり人口が多いこと。言い換えると、「クラブ

の数が少ない」ことが最大の原因と言えるでしょう。 

 

なぜ、クラブの数が少ないのか？ 理由は大き

く３つあります。 

 

第１の理由は、「１企業当たりの店舗数が少な

い」から 

 

日本のフィットネス企業は「直営志向」が大半で、

大手企業では「カーブス」（全国に約 1,900 軒）を

除いて世界で成長著しい「フランチャイズ企業」は

わずかです。 

 

一方で、日本にも出店している 24 時間年中無

休の「エニタイムフィットネス」は、全世界でフラン

チャイズクラブ数は 3,823 軒。つまり、エニタイムフ

ィットネスたった１社で、オールジャパン（4,950 軒）

の８割近くのクラブ数を展開しているということです。 

 

第２の理由は、そもそも「フィットネスへの参

入企業が少ない」ことに加えて、「１企業当たり

の売上高が低い」から 

 

フィッ トネス業界の動きがわかる 『 Fitness 

BusinessNo94』（2018年１月発売）によれば、フィッ

トネス業界売上ランキング上位 10 社で市場全体

の 70％を占め、上位 100位の企業の売上高は 6.4

億円、同 200 位の企業の売上高は 2.6 億円にす

ぎません。 

 

つまり、総合フィットネスクラブを２～３店舗以上

持つ企業はほとんどすべて、業界上位100位以内

にランクインできるということです。 

 

現在の市場規模、参加率、店舗数から言えば、

上位企業に寡占化されているというよりもむしろ、

①参入企業が少なすぎた、②規模の拡大を目指

す企業が少なかった、と言えます。 

 

第３の理由は、「格安・激安業態」が最近まで

日本では展開されていなかったから 

 

2000 年代半ば以降、競合から競争段階に突入

した欧米主要各国では、月会費 10 ドルで有名な

プラネットフィットネスを始め、チェーン展開による

格安・激安業態（バジェット型クラブ）企業が急成

長し市場をけん引しました。 

 

例えて言えば、フィットネス業界のユニクロや（さ

らに安い）ＧＵのようなフィットネス施設が多く登場

したことで、これまでフィットネスに参加したことの

ない顧客層の取り込みに成功。フィットネス参加

者・参加率を一気に引き上げました（この点は重

要です）。 

 

日本でも私がこれまで何度もお伝えしているよう

に、アクトスＷill_G（月会費 2,700 円）やＦＩＴ３６５

（同 2,980円）を始め、月会費３千円以下の施設が

全国に約 100施設まで増えています。 

 

「予想を上回る会員数が集まっている」施設も少

なくないようですので、2019 年以降、格安・激安フ

ィットネス施設が全国に急増し、日本のフィットネス

業界が（欧米同様）一変するかもしれません。 
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こうした中、日本のフィットネス業界はこの

先どのようになっていくか？ 

 

私はいよいよ日本にも格安・激安業態が普及し、

市場拡大をけん引する企業が現れる一方で、「急

成長業態」や「話題の業態」のモノマネをする企業

が増えると見ています。 

 

後者の企業には戦略がありませんから、こっち

からあっちへと常に移動します。多少の収益（利益）

の目標は持っているかもしれませんが、達成すべ

き、ビジネスのビジョンは持っていません。マイル

ストーン計画もありません。 

 

だから結局、「これは間違いない。これこそ当社

発展の次のビジネスチャンスだ」というように、ビジ

ネスチャンスはどこにあるか、と探し回り続けるので

す。 

 

一方で、真の経営者は、自社のビジョンやミッシ

ョンを達成するのに役立つかどうか？ 今行って

いることよりも優れているか？ 現状維持から脱却

し、収益と利益を増やす他の戦略はないか？ を

常に考えています（おそらくこの年末年始の期間

も）。 

 

私は前職（イオン）時代に、当時の岡田卓也会

長から何度か「現状維持は退歩に通じる」という言

葉を聞きました。正直、初めて聞いたときにはピン

と来ませんでしたが、数年後、私がフィットネス事

業の責任者を担当したときにはっきりわかりました。 

 

自社はもちろん、他社と同じこと（や同じようなこ

と）を続けていると、現状を維持するどころか衰退

するということを。 

 

とは言っても、これは何も目新しい格言や心得

といったことではありません。会社経営者や優れた

幹部社員なら誰もが（頭では）わかっていることで

しょう。しかしながら、多くの経営者や幹部社員が

現状維持を避けるためにどう行動しているのかと

言えば、国内同業他社が行っている「キラキラ光る

新しいもの」を常に探し回っているのではないでし

ょうか（とくに、学びやマネすることが得意な日本人

は）。 

 

でも今、競合から競争段階に入ろうとする日本

のフィットネス業界では、国内同業他社の成功事

例を探し回るのではなく、戦略を変えるときにあり

ます。したがって、「どこにまだ、チャンスがあるの

か？」と考える癖を捨てなければなりません。 

 

言い換えれば、成功をもっとシンプルに考えま

しょうということです。自社の成長・成功には、今ど

のような戦略が必要なのか？ 他社の、ではなく、

自社の強みを活かすにはどうすればいいのか？ 

を考えるということです。そのためにまず、次に挙

げる「24の質問」について答えてみてください。 

 

 

ビジネスで「現状維持」から脱却する 24 の

質問 

 

以下に挙げる 24 の質問を踏まえてビジネス戦

略を考える人は非常に少ないですから、質問を自

問自答するだけでも「現状維持」から脱却し、戦略

の方向性や道筋が見えてくると思います。 

 

１．（事業の目的） 当社のミッション（使命・存在理

由）は何か？ 

 

２．（事業の在り方） 今どんなビジネスをしている

のか？ 

 

３．（強みと弱み） 自社の強みと弱みを理解して

いるか？ 

 

４．（競争優位性） 自社の強みを活かしたビジネ

スをしているか？ 

 

５．（顧客・市場） 現在の顧客（市場）は誰か？ 
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６．（顧客・市場） その顧客（市場）にどうアプロー

チしているのか？ 

 

７．（顧客・市場） 現在の顧客（市場）以外の顧客

獲得について考えているか？ 

 

８．（競合） 自社の直接的なライバル企業はどこ

か？ 

 

９．（競合） そのライバル企業が力を入れて取り

組んでいることは何か？ 

 

10．（競合） 自社の間接的なライバル企業はどこ

か？ 

 

11．（競合） そのライバル企業が力を入れて取り

組んでいることは何か？ 

 

12．（商品・サービス） 現在自社が売っている商

品やサービスは何か？ 

 

13．（商品・サービス） 売ることをやめてもいい商

品やサービスはないか？ 

 

14．（商品・サービス） 他にどんな商品やサービ

スを付加・提供できるか？ 

 

15．（商品・サービス） そのうち実際に提供できそ

うなものはどれか？ 

 

16．（商品・サービス） それらの商品やサービス

は顧客や潜在客・見込み客にどんな価値がある

か？ 

 

17．（資源・資産） 現在活用されていない人、土

地建物、設備、機器はあるか？ 

 

18．（資源・資産） それらの活用方法は他にない

か？ 

 

19．（組織・人） 自社に合った良質の人材を引き

寄せる方法はないか？ 

 

20．（組織・人） 優れたアウトソース（協力）先をど

のように見つけるか？ 

 

21．（資金） 必要な資金をどう集めるか？ 

 

22．（資金） 利益剰余金を活用する方法はない

か？ 

 

23．（売上・利益） 今期（あるいは前期）と３年後

の売上高と利益目標はいくらか？ 

 

24．（売上・利益） その目標を達成するための戦

略、具体的な計画と期限はあるか？ 

 

 

（すべての質問に答えてくれた皆様、大変お疲れ

様でした！） 

 

上記 24の質問は個人で自問自答するのもいい

のですが、社内（外）のチームメンバーでブレイン

ストーミングすることで新たな視点や気づきが得ら

れますので、ぜひ試してみてください。 
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海外の同業他社や異業種から学び、ブレ

イクスルーを起こす 

 

ブレイクスルーとは、停滞や行き詰まりの状態を

打開すること、難関や障害などを突破することをい

います。ビジネスで言えば、停滞や伸び悩んでい

た売上高や利益、あるいは顧客獲得不足などが、

何かをきっかけに一気に好転するなどです。 

 

ブレイクスルーが起きやすいときというのは、平

常時よりもむしろ停滞や行き詰っているときです。

その状態で諦めて現状維持を続けるか、それとも、

自らの意思でブレイクスルーを起こすことができる

かどうか（読者の皆様は当然後者ですよね？）。 

 

もし今、停滞や行き詰っていると自分自身感じ

ているのなら、まさに、真価が問われている時と言

えます。 

 

そうした時に私がお勧めしているのは、海外の

同業他社（業界上位企業や急成長企業）や異業

種の戦略的な考え方、マーケティング、商品やサ

ービスの提供方法、プロモーションを学ぶことです。 

 

ある国や異業種では陳腐なことでも、別の国や

業界では効果的に働くことがよくあります（但しそ

のためには、その方法がもっとも効果的で、もっと

も売上や利益につながる方法とは遠い可能性が

あることをまず認識した上で行うことが重要です）。 

 

以下に、ブレイクスルーを起こした例をいくつか挙

げます。 

 

・日本のセブン-イレブン創業者の鈴木敏文氏は、

アメリカ流通視察（大型ショッピングセンター）中に

‟小さな”セブン-イレブンのことを初めて知り、帰国

後調査した上で、社内の猛反対を押し切る形で提

携を行い、日本にコンビニ業態を根付かせたのは

有名な話。 

 

・女性専用３０分フィットネス（健康体操教室）のカ

ーブスも、創業者の増本岳氏がアメリカ視察中に

カーブスを知り日本でビジネスを展開しました。 

 

・ファーストフードを始めとした外食業界で現在当

たり前に行われている「ドライブスルー」は、アメリ

カの銀行のドライブスルーからアイデアを拝借して

取り入れられました。 

 

・フランチャイズが誕生したのは 19 世紀のアメリカ

の自動車を販売するシステムと言われていますが、

現在では様々なビジネスに取り入れられています。 

 

・新聞販売などで当たり前の「継続課金ビジネス

（モデル）」も、現在ではサブスクリプションとして

様々な業界で一大ブームになっています。 

 

・アマゾン創業者のジェフベゾスは、「アマゾンプラ

イム」会員（年会費制）サービスを提供するに際し、

2001 年にコストコ創業者のジム・シネガルに面談

し、会員制サービスのノウハウについて教えを受

けたといいます。 

 

・シルク・ドゥ・ソレイユは斜陽産業のサーカス業界

のベスト・プラクティスを打ち破り、他業界の要素を

取り入れることで、差別化と低コストを実現しました。 

 

例を挙げればきりがありませんが、ブレイクスル

ーのきっかけは、国内の同業他社からではなく、

海外の同業他社や異業種からの学びから生まれ

る、と言っても過言ではありません。 
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なお、参考までに私が海外企業や異業種企業

を視察する際、どのような視点で調査しているか、

代表的なものをいくつか挙げておきます。 

 

・経営者はどんな人物か？ ビジョン・ミッション

は？ 

 

・どんなビジネス戦略、ビジネスモデル、収益構造

なのか？ 

 

・どんなマーケティングやセールスを行っている

か？ 

 

・その中で、業界標準になっているものはあるか？ 

 

・ターゲットにしている顧客層はどんな人たちか？

（誰が購入しているのか？） 

 

・どんなホームページを運営しているか？ 

 

・（時系列に調査して）変化している点、改善点は

どのようなものがあるか？ 

 

 

現在の顧客以外の人を対象にマーケティ

ングを行う 

 

次に、現状維持から脱却する方法、ある意味

「最強」とも言える方法を紹介します。現状維持か

ら脱却する最強の方法、それは、顧客情報ではな

くノンカスタマ（非顧客）の情報収集とノンカスタマ

を対象としたマーケティング戦略の構築です。 

 

ノンカスタマについて、ピーター・ドラッカーは次

のように述べています（著書『ネクスト・ソサエティ』

より）。 

 

変化が起こるのは、ノンカスタマ（非顧客）の世

界においてである。デパートは新しく登場した消

費者層、とくに、豊かな新しい世代が顧客になっ

ていないことに関心をもたなかった。 

80年代も終わり近く、そのノンカスタマが買い物

に傾向を左右する層となった。自らの顧客だけを

見ていたデパートは、この変化にも気づかなかっ

た。こうしてデパートは、ますます数の少なくなった

顧客についてのみ、ますます多くの情報を手にす

るようになった。 

 

いかなる事業にあろうとも、責任ある立場の者は、

多くの時間を社外で過ごさなければならない。ノン

カスタマを知ることは至難である。だが、外に出て

ノンカスタマを知ることだけが、知識の幅を広げる

唯一の道である。 

 

「デパート」を自社の業界や業態（例えば「総合

フィットネスクラブ」や「スポーツジム」など）に置き

換えてみてください。恐ろしいほど「当たっている」

と思いませんか？ 

 

ちなみに、『ネクスト・ソサエティ』が日本で発売

されたのは 2002 年。今から 17 年も前ですが、昨

年末に読み返してみたところ、「これは今年、書か

れた本でしょう？」と思えるほど的確に、世界の未

来（現状）を言い当てています。 

 

では、フィットネス業界におけるノンカスタマとは

誰のことでしょうか？ 直接競合するライバル企業

の会員のこと？ それとも、最近流行りの 24 時間

ジムやブティックスタジオの会員のこと？  

 

ブー。答えは、どれも違います。そもそも日本の

（会員制）フィットネス参加率は先述通りわずか

3.4％です。 

 

言い換えれば、日本の 96％強の人々はフィット

ネスに「参加していない」ということです。そして、

彼ら・彼女らこそがノンカスタマなのです。 

 

ということは、ですよ（ここは重要です）。 
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現在フィットネスに参加している約４％を対象に

マーケティングを行うのではなく（ここが一番競争

の激しいターゲット層）、ノンカスタマの 96％の市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点を変えて市場の境界を引き直し、果てしな

く広がる競争のない「あちら側の世界（ブルーオー

シャン市場）」の人々を自社に引き寄せることが可

能になる、ということです。 

 

考えてみるだけでもワクワクしてきませんか？ 

これまでお伝えしたように、日本のフィットネス参加

率はわずか４％弱。残り 96％は、ノンカスタマ（未

参加者）なのですから。 

 

ちなみに参加率が 20％近くある（レッドオーシャ

ン市場とされる）アメリカ市場でさえ、実はまだ

80％強のノンカスタマがいるのです。 

 

問題（課題）は、どうやって 96％の市場に向けた 

場を対象にマーケティングを行うとどうなるでしょう

か？ 下の図をよくご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィットネスビジネス・マーケティング戦略を行うの

か？ 具体的に何を行えばいいのか？ でもその

前に、まずは私が考えるフィットネスビジネス・マー

ケティング戦略に関する定義を紹介します。 

 

１．フィットネスビジネス・マーケティング戦略と

は？ 

あなたのクラブ・ジム・スタジオが提供するものの

価値を高く評価するよう潜在客や見込み客を教育

すること。 

２．その真の目的は？ 

セールスを不要にすること。 

３．対象者は？ 

市場の 96％（ノンカスタマ）を対象にすると最大

の効果が得られる。 
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この定義は、自社の顧客や国内同業他社を見

ているだけでは気づくことができません。ですから、

このことに気づくことができただけでもライバルの

数歩先を行き（違う方向へ）、より大きな成果を手

に入れる可能性が高いと言えるでしょう。 

 

ぜひ、このレポートに書いてある内容をもとに、

自社の戦略、マーケティングを一度見直してみて

はいかがでしょうか。そして、気づいたことやアイデ

アが出たら、必ずメモを取ってください（そうしない

と気づきやアイデアはすぐ消えてしまいますから）。 

 

次に、気づきやアイデアを何か１つ実行したら、

また１つと積み重ねていってください。そうすれば、

あなたのビジネスは確実に成長していくことができ

るでしょう。 

 

このレポートはただ読むためのものではありませ

ん。国内外のフィットネスビジネスに関する知識を

得るためのものでもありません。あなたのビジネス

を成長させるきっかけとするためのレポートなので

す。 

 

田村真二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



11 

 

プロローグ 

 

２人のフィットネスクラブ経営者がいました。２人

はとてもよく似ていて、施設の規模もフィットネスビ

ジネスに関する知識や経験も同じくらいでした。ま

た、会員数や売上・利益についても同程度でした。

大儲けしているというほどではありませんでしたが、

毎期きちんと安定的に利益を計上していました。 

 

しかしその後、２人のフィットネスクラブの商圏内

に同じようなフィットネスクラブを始め、24 時間ジム

や専門スタジオが相次ぎ出店。その後、以前よりも

入会者が減り、退会者が増え、２人のフィットネスク

ラブはともに赤字転落を余儀なくされました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人は何とか自力で頑張り続けたものの赤字は

解消されず、負債がみるみる増え続けました。で

すがもう１人が経営するフィットネスクラブは、ある

時を境に、入会者が増え、退会者が減り、さらに客

単価が上がり、再び黒字経営を続けることができる

ようになりました。一体何が違いをもたらしたのでし

ょうか？ 

 

それは、赤字経営から黒字経営に転換できた

経営者は、社内に、自然に儲かる「フィットネスビ

ジネス・マーケティング戦略」を取り入れて、地道

に、かつ着実に実行したからでした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細はこちらをクリック 

してください 

フィットネスビジネス・マーケティング戦略 

http://www.wellness-biz.jp/service
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田村真二（Shinji Tamura） 

         会員制健康ビジネス専門のコンサルタント 

ウェルネスビズ株式会社 

          代表取締役 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会員制健康ビジネス専門の経営コンサルタント。

東京都出身。1985 年ジャスコ株式会社（現イオン

株式会社）に入社。小売業とサービス業の店舗と

本社で 22 年間の実務を経験。経営全般・マーケ

ティング・営業・店舗開発・人事などの様々なマネ

ジメントポストを歴任。年間営業利益２億円超達成

のフィットネスクラブの新店・リニューアル担当は全

店黒字。07年に会員制健康ビジネスに特化したコ

ンサルティング会社を設立。会員数拡大、客単価

向上、継続月数をかけ合わせた「かけ算式経営」

の仕組みで高収益企業を続出。現在は、コンサル

ティング、講演、セミナー、執筆等を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

免責事項 

 

このニュースレターで提供された情報およびア

ドバイスによって起きた問題に関しては一切、

当方やライターに責任や義務は発生しませ

ん。ここでの情報や助言を参考にした判断は、

当然ですが、すべて読者の責任において行っ

てください。 

 

 

お問い合わせ先 

ウェルネスビズ株式会社 

ＴＥＬ：03-5775-4538 

ＦＡＸ：03-3562-7822 

Ｍail ：info@wellness-biz.jp 

ＵＲＬ：http://wellness-biz.jp 

〒104-0061 

東京都中央区銀座１-３-３ 

G1ビル 7階 1180号 

 

 


